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告

示 

埼
玉
県
告
示
第
百
六
十
三
号 

 
土
壌
汚
染
対
策
法
（
平
成
十
四
年
法
律
第
五
十
三
号
）
第
十
一
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
、
特

定
有
害
物
質
に
よ
っ
て
汚
染
さ
れ
て
お
り
、
土
地
の
形
質
の
変
更
を
し
よ
う
と
す
る
と
き
の
届
出

を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
区
域
（
以
下
「
形
質
変
更
時
要
届
出
区
域
」
と
い
う
。
）
を
次
の
と
お

り
指
定
す
る
。 

 
 

令
和
四
年
三
月
四
日 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

埼
玉
県
知
事 

大 

野 

元 

裕 
 

 
 

一 

形
質
変
更
時
要
届
出
区
域 

 
 

別
図
の
と
お
り
（
埼
玉
県
加
須
市
鴻
茎
三
千
二
百
四
番
三
） 

二 

土
壌
汚
染
対
策
法
施
行
規
則
（
平
成
十
四
年
環
境
省
令
第
二
十
九
号
）
第
三
十
一
条
第
一
項 

 

の
基
準
に
適
合
し
て
い
な
い
特
定
有
害
物
質
の
種
類 

 
 

砒
素
及
び
そ
の
化
合
物
並
び
に
ふ
っ
素
及
び
そ
の
化
合
物



 
 

   
 

 

別図 



告

示 

埼
玉
県
告
示
第
百
六
十
四
号 

 
大
規
模
小
売
店
舗
立
地
法
（
平
成
十
年
法
律
第
九
十
一
号
）
第
五
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
届

出
の
概
要
等
に
つ
い
て
、
同
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
公
告
し
、
及
び
当
該
届
出
等
を
次
の
と
お

り
縦
覧
に
供
す
る
。 

 
 

令
和
四
年
三
月
四
日 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

埼
玉
県
知
事 

大 

野 

元 

裕 

一 

届
出
の
概
要
等 

 

イ 

大
規
模
小
売
店
舗
の
名
称
及
び
所
在
地 

 
 

 

（
仮
称
）
ド
ラ
ッ
グ
ス
ト
ア
セ
キ
生
出
塚
店 

 
 

 

埼
玉
県
鴻
巣
市
生
出
塚
一
丁
目
百
二
十
五
番
一
外 

 

ロ 

大
規
模
小
売
店
舗
の
設
置
者
及
び
当
該
大
規
模
小
売
店
舗
に
お
い
て
小
売
業
を
行
う
者
の 

 
 

氏
名
又
は
名
称
及
び
住
所
並
び
に
法
人
に
あ
っ
て
は
代
表
者
の
氏
名 

 
 

 

大
規
模
小
売
店
舗
の
設
置
者 

 
 

 
 

有
限
会
社
武
久
商
事 

代
表
取
締
役 

武
井
正
光 

 
 

 
 

埼
玉
県
鴻
巣
市
天
神
四
丁
目
三
番
二
十
四
号 

 
 

 
 

有
限
会
社
井
上
商
事 

代
表
取
締
役 

井
上
雄
二 

 
 

 
 

埼
玉
県
鴻
巣
市
天
神
四
丁
目
七
番
二
十
二
号 

 
 

 
 

松
村
孝
行 

 
 

 
 

埼
玉
県
鴻
巣
市
天
神
四
丁
目
二
番
五
十
三
号 

 
 

 

大
規
模
小
売
店
舗
に
お
い
て
小
売
業
を
行
う
者 

 
 

 
 

株
式
会
社
セ
キ
薬
品 

代
表
取
締
役 

関
善
夫 

 
 

 
 

埼
玉
県
南
埼
玉
郡
宮
代
町
百
間
四
丁
目
二
番
二
十
二
号 

 

ハ 

大
規
模
小
売
店
舗
の
新
設
を
す
る
日 

 
 

 

令
和
四
年
十
月
十
九
日 

 

ニ 

大
規
模
小
売
店
舗
内
の
店
舗
面
積
の
合
計 

 
 

 

千
二
百
二
十
二
平
方
メ
ー
ト
ル 

 

ホ 

大
規
模
小
売
店
舗
の
施
設
の
配
置
に
関
す
る
事
項 

 
 

 

駐
車
場
の
位
置
及
び
収
容
台
数 

 
 

 
 

位
置 

図
面
省
略 

収
容
台
数 

四
〇
台 

 
 

 

駐
輪
場
の
位
置
及
び
収
容
台
数 

 
 

 
 

位
置 

図
面
省
略 

収
容
台
数 

三
六
台 

 
 

 

荷
さ
ば
き
施
設
の
位
置
及
び
面
積 

 
 

 
 

位
置 

図
面
省
略 

面
積 

二
七
平
方
メ
ー
ト
ル 



 
 

 

廃
棄
物
等
の
保
管
施
設
の
位
置
及
び
容
量 

 
 

 
 

位
置 

図
面
省
略 

容
量 

一
九
立
方
メ
ー
ト
ル 

 
ヘ 

大
規
模
小
売
店
舗
の
施
設
の
運
営
方
法
に
関
す
る
事
項 

 
 

 
大
規
模
小
売
店
舗
に
お
い
て
小
売
業
を
行
う
者
の
開
店
時
刻
及
び
閉
店
時
刻 

 

午
前
九
時
か
ら
午
後
九
時
四
十
五
分 

 
 

 

来
客
が
駐
車
場
を
利
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
時
間
帯 

 
 

 
 

午
前
八
時
四
十
五
分
か
ら
午
後
十
時 

 
 

 

駐
車
場
の
自
動
車
の
出
入
口
の
数
及
び
位
置 

 
 

 
 

出
入
口
の
数 

一
か
所 
位
置 

図
面
省
略 

 
 

 

荷
さ
ば
き
施
設
に
お
い
て
荷
さ
ば
き
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
時
間
帯 

 
 

 
 

午
前
六
時
か
ら
午
後
十
時 

 

ト 

届
出
年
月
日 

 
 

 

令
和
四
年
二
月
十
八
日 

二 

縦
覧
期
間 

 
 

令
和
四
年
三
月
四
日
か
ら
令
和
四
年
七
月
四
日
ま
で 

三 

縦
覧
場
所 

 
 

埼
玉
県
産
業
労
働
部
商
業
・
サ
ー
ビ
ス
産
業
支
援
課 

 
 

埼
玉
県
県
央
地
域
振
興
セ
ン
タ
ー 

四 

意
見
書
の
提
出 

 
 

大
規
模
小
売
店
舗
立
地
法
第
八
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
、
当
該
大
規
模
小
売
店
舗
の
周
辺 

 

の
地
域
の
生
活
環
境
の
保
持
の
た
め
配
慮
す
べ
き
事
項
に
つ
い
て
意
見
を
有
す
る
者
は
、
県
に 

 

対
し
、
意
見
書
の
提
出
に
よ
り
、
こ
れ
を
述
べ
る
こ
と
が
で
き
る
。 

 

イ 

意
見
書
提
出
期
間 

 
 

 

令
和
四
年
三
月
四
日
か
ら
令
和
四
年
七
月
四
日
ま
で 

 

ロ 

意
見
書
提
出
先 

 
 

 

埼
玉
県
産
業
労
働
部
商
業
・
サ
ー
ビ
ス
産
業
支
援
課 



告

示 

埼
玉
県
告
示
第
百
六
十
五
号 

 
測
量
計
画
機
関
で
あ
る
さ
い
た
ま
市
か
ら
次
の
と
お
り
公
共
測
量
を
実
施
す
る
旨
の
通
知
を
受

け
た
の
で
、
測
量
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
百
八
十
八
号
）
第
三
十
九
条
に
お
い
て
準
用
す
る

同
法
第
十
四
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
公
示
す
る
。 

 
 

令
和
四
年
三
月
四
日 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

埼
玉
県
知
事 

大 

野 

元 

裕 
 

 
 

一 

測
量
計
画
機
関 

 
 

さ
い
た
ま
市 

二 

作
業
種
類 

 
 

公
共
測
量(

基
準
点
測
量
） 

三 

作
業
地
域 

 
 

さ
い
た
ま
市
緑
区
大
字
中
尾 

四 

作
業
期
間 

 
 

令
和
四
年
一
月
二
十
一
日 

 



告

示 

埼
玉
県
告
示
第
百
六
十
六
号 

 
国
土
交
通
省
国
土
地
理
院
長
か
ら
次
の
と
お
り
基
本
測
量
を
実
施
す
る
旨
の
通
知
を
受
け
た
の

で
、
測
量
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
百
八
十
八
号
）
第
十
四
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
公
示
す

る
。 

 
 

令
和
四
年
三
月
四
日 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

埼
玉
県
知
事 

大 

野 

元 

裕 
 

 
 

一 

作
業
種
類 

 
 

基
本
測
量
（
電
子
基
準
点
測
量
） 

二 

作
業
地
域 

 
 

さ
い
た
ま
市
見
沼
区
、
川
越
市
、
熊
谷
市
、
秩
父
市
、
飯
能
市
、
春
日
部
市
、
越
谷
市
、
入 

 
 

間
市
、
久
喜
市
、
比
企
郡
と
き
が
わ
町 

三 

作
業
期
間 

 
 

令
和
四
年
四
月
一
日
か
ら
令
和
五
年
三
月
三
十
一
日
ま
で 

 



告

示 

埼
玉
県
告
示
第
百
六
十
七
号 

 
測
量
計
画
機
関
で
あ
る
国
土
交
通
省
関
東
地
方
整
備
局
荒
川
上
流
河
川
事
務
所
か
ら
次
の
と
お

り
公
共
測
量
を
実
施
す
る
旨
の
通
知
を
受
け
た
の
で
、
測
量
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
百
八
十

八
号
）
第
三
十
九
条
に
お
い
て
準
用
す
る
同
法
第
十
四
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
公
示
す
る
。 

 
 

令
和
四
年
三
月
四
日 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

埼
玉
県
知
事 

大 

野 

元 

裕 
 

 
 

一 

測
量
計
画
機
関 

 
 

国
土
交
通
省
関
東
地
方
整
備
局
荒
川
上
流
河
川
事
務
所 

二 

作
業
種
類 

 
 

公
共
測
量
（
四
級
基
準
点
測
量
、
地
上
レ
ー
ザ
測
量
、
三
次
元
数
値
図
化
、
航
空
レ
ー
ザ
測 

 
 

量
） 

三 

作
業
地
域 

 
 

荒
川
上
流
河
川
事
務
所
管
内
（
さ
い
た
ま
市
（
西
区
、
桜
区
、
南
区
）
、
川
越
市
、
熊
谷
市
、 

 
 

行
田
市
、
東
松
山
市
、
鴻
巣
市
、
深
谷
市
、
上
尾
市
、
戸
田
市
、
朝
霞
市
、
志
木
市
、
和
光 

 
 

市
、
新
座
市
、
桶
川
市
、
北
本
市
、
富
士
見
市
、
坂
戸
市
、
鶴
ヶ
島
市
、
ふ
じ
み
野
市
、
毛 

 
 

呂
山
町
、
滑
川
町
、
川
島
町
、
吉
見
町
、
鳩
山
町
、
寄
居
町
） 

四 

作
業
期
間 

 
 

令
和
四
年
二
月
二
十
八
日
か
ら
令
和
四
年
三
月
三
十
一
日
ま
で 

 



告

示 

埼
玉
県
告
示
第
百
六
十
八
号 

 
令
和
三
年
埼
玉
県
告
示
第
千
八
十
五
号
で
公
示
し
た
公
共
測
量
は
、
令
和
四
年
二
月
二
十
八
日

終
了
し
た
旨
測
量
計
画
機
関
で
あ
る
公
益
社
団
法
人
埼
玉
県
農
林
公
社
か
ら
通
知
を
受
け
た
の
で
、

測
量
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
百
八
十
八
号
）
第
三
十
九
条
に
お
い
て
準
用
す
る
同
法
第
十
四

条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
公
示
す
る
。 

 
 

令
和
四
年
三
月
四
日 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

埼
玉
県
知
事 

大 

野 

元 

裕 
 

 



告 
 

示 

埼
玉
県
告
示
第
百
六
十
九
号 

 
飯
能
市
か
ら
飯
能
都
市
計
画
ご
み
焼
却
ご
み
処
理
場
の
変
更
に
係
る
図
書
の
写
し
の
送
付
を
受

け
た
の
で
、
都
市
計
画
法
（
昭
和
四
十
三
年
法
律
第
百
号
）
第
二
十
一
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用

す
る
同
法
第
二
十
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
、
当
該
図
書
の
写
し
を
埼
玉
県
都
市
整
備
部
都
市
計

画
課
に
お
い
て
縦
覧
に
供
す
る
。 

 
 

令
和
四
年
三
月
四
日 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

埼
玉
県
知
事 

大 

野 

元 

裕 
 

 
 



告 
 

示 

埼
玉
県
告
示
第
百
七
十
号 

 
鶴
ヶ
島
市
か
ら
坂
戸
都
市
計
画
道
路
の
変
更
に
係
る
図
書
の
写
し
の
送
付
を
受
け
た
の
で
、
都

市
計
画
法
（
昭
和
四
十
三
年
法
律
第
百
号
）
第
二
十
一
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
同
法
第
二

十
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
、
当
該
図
書
の
写
し
を
埼
玉
県
都
市
整
備
部
都
市
計
画
課
に
お
い
て

縦
覧
に
供
す
る
。 

 
 

令
和
四
年
三
月
四
日 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

埼
玉
県
知
事 

大 

野 

元 

裕 
 

 
 



告 
 

示 

埼
玉
県
告
示
第
百
七
十
一
号 

 
土
地
区
画
整
理
法
（
昭
和
二
十
九
年
法
律
第
百
十
九
号
）
第
三
十
九
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り

土
地
区
画
整
理
事
業
の
事
業
計
画
の
変
更
を
認
可
し
た
の
で
、
同
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
り
公
告

す
る
。 

 
 

令
和
四
年
三
月
四
日 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

埼
玉
県
知
事 

大 

野 

元 

裕 
 

 
 

一 

組
合
の
名
称 

 
 

越
生
町
西
和
田
・
河
原
山
土
地
区
画
整
理
組
合 

二 

事
業
施
行
期
間 

 
 

平
成
四
年
十
一
月
十
七
日
か
ら
令
和
九
年
三
月
三
十
一
日
ま
で 

三 

施
行
地
区 

 
 

埼
玉
県
入
間
郡
越
生
町
大
字
西
和
田
字
西
尾
崎
、
字
尾
崎
前
、
字
欠
田
、
字
大
利
及
び
字
荒 

 

神
前
並
び
に
大
字
越
生
字
河
原
の
各
一
部 

四 

事
務
所
の
所
在
地 

 
 

埼
玉
県
入
間
郡
越
生
町
大
字
越
生
九
百
番
地
二 

五 

設
立
認
可
の
年
月
日 

 
 

平
成
四
年
十
一
月
十
七
日 

六 

変
更
認
可
の
年
月
日 

 
 

令
和
四
年
三
月
四
日 



告

示 

埼
玉
県
告
示
第
百
七
十
二
号 

 
土
地
区
画
整
理
法
（
昭
和
二
十
九
年
法
律
第
百
十
九
号
）
第
三
十
九
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り

土
地
区
画
整
理
組
合
の
定
款
の
変
更
を
認
可
し
た
の
で
、
同
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
り
公
告
す
る
。 

 
 

令
和
四
年
三
月
四
日 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

埼
玉
県
知
事 

大 

野 

元 

裕 

一 

組
合
の
名
称 

 
 

桶
川
市
下
日
出
谷
東
特
定
土
地
区
画
整
理
組
合 

二 

事
業
施
行
期
間 

 
 

平
成
五
年
三
月
九
日
か
ら
令
和
六
年
三
月
三
十
一
日
ま
で 

三 

施
行
地
区 

 
 

埼
玉
県
桶
川
市
大
字
下
日
出
谷
字
東
耕
地
、
字
東
、
字
高
井
及
び
字
西
の
各
一
部
、
泉
一
丁 

 

目
の
一
部
、
鴨
川
一
丁
目
の
一
部 

四 

事
務
所
の
所
在
地 

 
 

埼
玉
県
桶
川
市
上
日
出
谷
南
三
丁
目
四
番
地
二 

五 

設
立
認
可
の
年
月
日 

 
 

平
成
五
年
三
月
九
日 

六 

変
更
の
内
容 

 
 

事
務
所
の
所
在
地
を
「
埼
玉
県
桶
川
市
大
字
上
日
出
谷
九
百
二
十
一
番
地
二
」
か
ら
「
埼
玉 

 

県
桶
川
市
上
日
出
谷
南
三
丁
目
四
番
地
二
」
へ
と
変
更
す
る
。 

七 

変
更
認
可
の
年
月
日 

 
 

令
和
四
年
三
月
四
日 



告

示 

埼
玉
県
公
営
企
業
告
示
第
八
号 

Ｗ
Ｔ
Ｏ
に
基
づ
く
政
府
調
達
に
関
す
る
協
定
の
適
用
を
受
け
る
調
達
に
つ
い
て
、
随
意
契
約
の

相
手
方
を
決
定
し
た
の
で
、
次
の
と
お
り
公
示
す
る
。 

令
和
四
年
三
月
四
日 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

埼
玉
県
公
営
企
業
管
理
者 

北 

島 

通 

次 



１ 調達案件名及び数量 

021 企委第２号水道施設管理システム運用保守業務委託 一式 

２ 契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地 

  埼玉県企業局水道企画課施設計画担当 埼玉県さいたま市浦和区高砂３丁目 14

番 21 号 

３  随意契約の相手方を決定した日 

令和４年１月６日 

４ 随意契約の相手方の氏名及び住所 

  三菱電機株式会社関越支社 埼玉県さいたま市中央区新都心１１番地２ 

５ 契約金額（税込） 

  36,300,000 円 

６ 契約の相手方を決定した手続 

  随意契約   

７ 随意契約とした理由 

  地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第 11条第１ 

 項第２号 

 



告

示 

埼
玉
県
教
委
告
示
第
六
号 

 
埼
玉
県
教
育
委
員
会
定
例
会
を
次
の
と
お
り
招
集
す
る
。 

 
 

令
和
四
年
三
月
四
日 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

埼
玉
県
教
育
委
員
会
教
育
長 

髙 

田 

直 

芳 

一 

日
時 

 
 

令
和
四
年
三
月
十
日 

午
前
十
時 

二 

場
所 

 
 

さ
い
た
ま
市
浦
和
区
高
砂
三
丁
目
十
五
番
一
号 

 
 

埼
玉
県
教
育
局
教
育
委
員
会
室 

三 

議
題 

 

イ 

令
和
三
年
度
埼
玉
県
指
定
文
化
財
の
指
定
に
つ
い
て 

 

ロ 

そ
の
他 



告

示 

埼
玉
県
監
査
委
員
告
示
第
一
号 

 
地
方
自
治
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
六
十
七
号
）
第
百
九
十
九
条
第
一
項
、
第
二
項
及
び
第

四
項
の
規
定
に
基
づ
き
監
査
を
執
行
し
た
の
で
、
同
条
第
九
項
の
規
定
に
基
づ
く
監
査
の
結
果
に

関
す
る
報
告
を
次
の
と
お
り
公
表
す
る
。 
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令和３年度第３回定期監査結果の報告について 
 

 監査委員は、地方自治法（以下「法」という。）第 199 条第１項、第２項及び第４項並

びに埼玉県監査基準（以下「基準」という。）に基づき次のとおり監査を実施した。 

 監査の結果について、法第 199 条第９項及び基準第 15 条第１項に基づき報告する。 

 

１ 監査等の種類 

  定期監査（基準第３条第１項第１号） 

 

２ 監査の対象 

（１）対象事務 

   令和２年度、令和３年度における財務に関する事務の執行、経営に係る事業の管

理及びその他の事務の執行 

（２）対象機関 

   地域機関 208 機関（別紙「監査対象機関」のとおり） 

（３）実施期間 

   令和３年 10 月 18 日～令和３年 12 月 28 日 

 

３ 監査の着眼点 

・ 財務に関する事務の執行の監査は、当該事務の執行が適正で経済的、効率的で効 

 果的かどうかを主眼とする。 

・ 経営に係る事業の管理の監査は、当該事務に係る財務に関する事務の執行のほか、 

 会計経理の処理が合理的かつ能率的に行われているかどうかを主眼とする。 

・ 監査対象機関の事務の執行等についての監査は、法令等に従って適正処理されて 

 いるかという観点に加えて、費用対効果に配慮したものとなっているか、所期の成 

 果を上げているかなど、経済性、効率性、有効性の観点を主眼とする。 

 

４ 監査の実施内容 

 基準第８条に基づく実施計画を策定するとともに、同第９条ないし第 13 条の規定

を踏まえて監査を実施した。 

 

５ 監査結果 

 今回報告分の財務に関する事務の執行、経営に係る事業の管理及びその他の事務の

執行は、監査を実施した範囲において、おおむね適正であることを確認した。 

 

 なお、個別の事務事業に関して、是正又は改善が必要と認められる事項は次のとお

りである。 

 

 



（１）指摘事項 なし 

 

＜参考：指摘事項＞ 

  事務事業の執行等が次の各号のいずれかに該当すると認められるもの 

  ア 事務事業の執行等に重大な誤りがあったため、当該事業の是正又は改善が必要 

   と認められるもの 

  イ 事務事業の執行等において、その効果が極めて不十分なため抜本的な改善が必 

   要と認められるもの 

 

（２）注意事項 ５件（５機関） 

番号 部局 機関 概      要 

1 

環境部 環境整備セン

ター 

令和３年度に締結した「03 自家発電設備保守点検業

務委託」など合計３件の業務委託契約における一部業務

の再委託について、書面による承諾手続を行っていなか

ったことは不適切であった。 

2 

福祉部 総合リハビリ

テーションセ

ンター 

令和３年度に締結した「検体検査業務委託契約」（単

価契約・長期継続契約）について、執行予定額が 50 万

円以上にもかかわらず、予定価格調書を作成していなか

ったことは不適切であった。 

3 

下水道局 中川下水道事

務所 

令和元年度に締結した「中川流域処理場第２沈砂池ポ

ンプ棟接続施設工事」の２回目の変更契約について、支

出負担行為の決裁区分が管理者のところ局長が決裁して

いたことは、不適切であった。 

4 

教育委員会 近代美術館 当館が管理している北浦和公園内徒渉池において、流

水状態が約２週間続く事故が発生した。この事故により、

同期間を含む２か月分の水道料金として、直前の２か月

分の水道料金の 12 倍となる約 468 万円を支払うことと

なった。 

北浦和公園内における施設管理業務については、「埼

玉県近代美術館施設管理（空調設備保守・運転・中央監

視）業務委託契約」において業者に委託しているが、本

来業者に行わせる業務を美術館職員が行ったこと、また、

仕様書どおりに行われていない業務があるにもかかわら

ず、それに気付かずに事務を進めていたことは事務の管

理執行体制という点で不適切であった。 

5 

教育委員会 越谷総合技術

高等学校 

令和２年度の高等学校等就学支援金に係る事務処理

を怠ったため、国からの就学支援金 11 人分 970,200 円

が支給されず、一部を私費で補填し事実を隠蔽していた。 

また、授業料及び入学料、奨学のための給付金などの

事務処理を怠り、保存すべき文書を破棄していたほか、

平成 30 年度の実践室のエアコン修繕について、財務規

則に則った業者選定手続を行わず業者に修繕を依頼し、

その費用 342,573 円を私費で支払い、事実を隠蔽してい

た。 



平成 30 年度以降に複数の不適切な財務事務が発生し

たことは、職員に対する管理監督等が不十分であり、ま

た、事務の管理執行体制が不適切であった。 

 

＜参考：注意事項＞ 

  事務事業の執行等が次の各号のいずれかに該当すると認められるもの 

  ア 事務事業の執行等に誤りがあったため、当該事務の是正又は改善が必要と認め

られるもの 

  イ 事務事業の執行等において、その効果が不十分なため一層の改善、工夫が必要

と認められるもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙 

 

所管部局 監 査 対 象 機 関 

企画財政部 東京事務所、南西部地域振興センター、東部地域振興センター、川越

比企地域振興センター、西部地域振興センター、利根地域振興センタ

ー、秩父地域振興センター 

総務部 県営競技事務所、川越県税事務所、秩父県税事務所、本庄県税事務所、

熊谷県税事務所、行田県税事務所、越谷県税事務所 

県民生活部 婦人相談センター、男女共同参画推進センター 

危機管理防災部 消防学校 

環境部 中央環境管理事務所、西部環境管理事務所、秩父環境管理事務所、越

谷環境管理事務所、東部環境管理事務所、環境科学国際センター、環

境整備センター 

福祉部 東部中央福祉事務所、西部福祉事務所、北部福祉事務所、秩父福祉事

務所、発達障害総合支援センター、総合リハビリテーションセンター、 

熊谷児童相談所、越谷児童相談所、草加児童相談所 

保健医療部 春日部保健所、草加保健所、鴻巣保健所、坂戸保健所、狭山保健所、

加須保健所、幸手保健所、本庄保健所、秩父保健所、衛生研究所、動

物指導センター、動物指導センター南支所 

産業労働部 計量検定所、川口高等技術専門校、春日部高等技術専門校 

農林部 さいたま農林振興センター、川越農林振興センター、東松山農林振興

センター、秩父農林振興センター、本庄農林振興センター、大里農林

振興センター、農業技術研究センター、病害虫防除所、中央家畜保健

衛生所、秩父高原牧場、農業大学校、水産研究所、寄居林業事務所 

県土整備部 さいたま県土整備事務所、北本県土整備事務所、川越県土整備事務所、

飯能県土整備事務所、秩父県土整備事務所、本庄県土整備事務所、熊

谷県土整備事務所、行田県土整備事務所、越谷県土整備事務所、総合

技術センター、西関東連絡道路建設事務所、総合治水事務所、鉄道高

架建設事務所 

都市整備部 八潮新都市建設事務所、大宮公園事務所、川越建築安全センター、熊

谷建築安全センター、営繕・公園事務所 

企業局 大久保浄水場、行田浄水場、新三郷浄水場、吉見浄水場、水質管理セ

ンター 

下水道局 荒川左岸南部下水道事務所、荒川右岸下水道事務所、荒川左岸北部下

水道事務所、中川下水道事務所 

教育委員会 東部教育事務所、総合教育センター、久喜図書館、歴史と民俗の博物

館、さきたま史跡の博物館、嵐山史跡の博物館、近代美術館、自然の



 
 

博物館、文書館、加須げんきプラザ、大滝げんきプラザ、朝霞西高等

学校、岩槻商業高等学校、岩槻北陵高等学校、浦和高等学校、浦和第

一女子高等学校、浦和西高等学校、浦和東高等学校、大宮高等学校、

大宮中央高等学校、小鹿野高等学校、小川高等学校、春日部東高等学

校、川口高等学校、川越高等学校、川越工業高等学校、川越総合高等

学校、川越西高等学校、川越初雁高等学校、北本高等学校、久喜高等

学校、久喜工業高等学校、久喜北陽高等学校、熊谷工業高等学校、栗

橋北彩高等学校、芸術総合高等学校、鴻巣高等学校、鴻巣女子高等学

校、越ケ谷高等学校、越谷北高等学校、越谷総合技術高等学校、越谷

西高等学校、越谷東高等学校、越谷南高等学校、児玉高等学校、児玉

白楊高等学校、坂戸高等学校、坂戸西高等学校、狭山経済高等学校、

狭山緑陽高等学校、白岡高等学校、進修館高等学校、杉戸高等学校、

杉戸農業高等学校、草加高等学校、草加西高等学校、草加東高等学校、

草加南高等学校、秩父高等学校、秩父農工科学高等学校、所沢商業高

等学校、戸田翔陽高等学校、滑川総合高等学校、新座柳瀬高等学校、

鳩山高等学校、羽生実業高等学校、深谷高等学校、深谷商業高等学校、

深谷第一高等学校、吹上秋桜高等学校、不動岡高等学校、本庄高等学

校、松伏高等学校、三郷高等学校、三郷北高等学校、三郷工業技術高

等学校、皆野高等学校、宮代高等学校、八潮高等学校、八潮南高等学

校、吉川美南高等学校、上尾かしの木特別支援学校、騎西特別支援学

校、行田特別支援学校、久喜特別支援学校、越谷特別支援学校、越谷

西特別支援学校、越谷西特別支援学校松伏分校、特別支援学校坂戸ろ

う学園、草加かがやき特別支援学校、草加かがやき特別支援学校草加

分校、秩父特別支援学校、所沢特別支援学校、蓮田特別支援学校、特

別支援学校塙保己一学園、深谷はばたき特別支援学校、本庄特別支援

学校、三郷特別支援学校、宮代特別支援学校、和光南特別支援学校 

警察本部 警察学校、浦和警察署、大宮警察署、朝霞警察署、草加警察署、鴻巣

警察署、川越警察署、西入間警察署、小川警察署、秩父警察署、小鹿

野警察署、本庄警察署、児玉警察署、深谷警察署、行田警察署、加須

警察署、春日部警察署、越谷警察署、久喜警察署、吉川警察署 
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令和３年度特定事務監査（テーマ監査）結果の報告について 

 

 監査委員は、地方自治法（以下「法」という。）第 199条第２項及び埼玉県監査基準（以

下「基準」という。）に基づき次のとおり監査を実施した。 

 監査の結果について、法第 199条第９項及び第 10項並びに基準第 15条第１項及び第２

項に基づき報告する。 

 

１ 監査等の種類 

  特定事務監査（基準第３条第１項第２号） 

 

２ 監査の対象 

（１）対象事務 

   「女性活躍の推進について」をテーマとし、令和２年度及び令和３年度の事務の執

行等を対象事務とする。 

（２）対象機関 

   本庁５機関（別紙「監査対象機関」のとおり） 

（３）実施期間 

   令和３年 11月 24日～令和４年１月 31日 

 

３ 監査の着眼点 

 監査対象機関の事務の執行等についての監査は、「女性活躍の推進」に係る以下の項目

について、費用対効果に配慮したものとなっているか、所期の成果を上げているかなど、

経済性、効率性、有効性の観点を主眼とする。 

  ① 県の男女共同参画の現状及び課題 

  ② 多様な働き方の推進策及び課題 

  ③ 女性の就業・キャリアアップの支援策と活用状況 

  ④ 県庁組織における女性活躍の推進の現状及び取組 

 

４ 監査の実施内容 

 基準第９条ないし第 13条の規定を踏まえ、監査を実施した。 

 

５ 監査結果 

 今回報告分の事務の執行は、監査を実施した範囲において、おおむね適正であること

を確認した。 

 

 なお、監査結果の報告に添える意見は次のとおりである。 

 

 

 

 



 
 

監査結果の報告に添える意見 １３件 （５機関） 

番号 部局 機関 意 見 内 容 

１ 

直轄 統括参事  女性が活躍するためには、様々な方面からの支

援が必要である。女性活躍の推進が更に加速する

よう、アドバイザリー・ユニット制度などを運用

しながら、関係部局とよく連携し、女性活躍に向

けた事業に取り組んでいただきたい。 

２ 

総務部 人事課  皆が働きやすい職場にするための参考として、

妊娠・出産・育児休暇といった段階で退職する職

員の意見も聞いていただきたい。 

３ 

総務部 人事課  妊娠・出産・育児休暇といった段階で退職する

職員を減らすために、復帰後の職員の働き方につ

いてより一層工夫していただきたい。 

４ 

総務部 人事課  女性が生き生きと働くためには、女性職員の働

きやすさを追求するだけではなく、男性職員の意

識改革も不可欠である。また、女性が働きやすい

職場は、結果として皆が働きやすい職場となる。

県内市町村や企業のモデルとなり、女性が活躍で

きる職場は県庁であると言われるよう、今後も職

員の声によく耳を傾けながら、取組を更に進めて

いただきたい。 

５ 

県民生活部 男女共同参画課  コロナ禍で女性の貧困等が顕在化し、ジェンダ

ー不平等などに対する問題意識の高まりは、男女

共同参画を推進する好機である。次期計画の策定

に当たっては、県民の声をよく聞き、この好機を

逃すことなく男女共同参画を推進していただきた

い。 

６ 

県民生活部 男女共同参画課  貧困に苦しむ女性に必要な情報を届けるととも

に、県民が男女共同参画により関心を示すよう、

積極的な情報発信に努めていただきたい。 

７ 

県民生活部 男女共同参画課  女性が活躍するためには、男性の意識改革が必

要不可欠である。「輝く女性の活躍を加速する男

性リーダーの会」の活動などもいかしながら、男

性の意識改革が進むよう取り組んでいただきたい。 



  

８ 

産業労働部 人材活躍支援課  働く女性のワンストップ支援サイトでは、同じ

問題を意識している女性同士が意見交換を行える

など、女性たちが意見を表明できる仕組づくりを

検討していただきたい。 

９ 

産業労働部 人材活躍支援課  コロナ禍の中、テレワークが進むなど働き方も

多様化してきている。既に様々な支援策を実施し

ているが、引き続き、利用者のニーズをよく把握

するとともに、他部局とも連携し、きめ細かい支

援に取り組んでいただきたい。 

10 

産業労働部 人材活躍支援課  今後、ＤＸ（デジタルトランスフォーメーショ

ン）の進展に伴い、デジタル分野における人材の

需要は増してくる。そのような中で、働く意欲の

ある女性が足踏みすることなく一歩を踏み出せる

よう、デジタル関係のスキルについて、セミナー

や研修のレベルアップなど必要に応じた対策を実

施していただきたい。 

11 

産業労働部 多様な働き方 

推進課 

 労働関係法令の改正や、コロナ禍で多様な働き

方は重要性を増してきている。申請の窓口となる

地域振興センター職員の能力アップに努めるとと

もに、丁寧な相談及びフォローアップなどを通じ

て、１社でも多く多様な働き方実践企業が増える

よう、引き続き取り組んでいただきたい。 

12 

産業労働部 多様な働き方 

推進課 

 多様な働き方実践企業の認定は５年ごとに更新

するが、更新対象企業の２割程度が就業規則の不

備などにより、更新を実施していない。多様な働

き方実践企業を減らさないためにも、関係法令の

改正情報を認定企業に提供するなど、今まで以上

に更新に必要なフォローアップを実施していただ

きたい。 

13 

産業労働部 多様な働き方 

推進課 

 多様な働き方実践企業を求職者にＰＲしていく

のは、非常に良い取組である。求職者が興味を示

すものは、企業も関心があるはずである。今後は、

多様な働き方実践企業の魅力が更に引き出せるよ

う、社員の声をより多く掲載するなど、工夫して

取り組んでいただきたい。 



 
 

別紙 

 

 

 

所管部局 監 査 対 象 機 関 

直轄  統括参事 

総務部 人事課 

県民生活部 男女共同参画課 

産業労働部 人材活躍支援課、多様な働き方推進課 
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１  監査の結果「注意」とした事項 

対 象 機 関 

監査結果の公表年月

日（県報の号数） 
監 査 の 結 果 講 じ た 措 置 

教育委員会 上尾高等学

校 

令和3年12月17日 

（第270号） 

令和２年度に実施した「散水用水中ポンプ取替修繕」について、予

定価格が50万円以上にもかかわらず、予定価格調書を作成していな

かったことは不適切であった。 

再発防止のため、事務職員全員に監査結果及び経緯等を周知するととも

に、次の取組により適正な事務処理を図ることとした。 

１ 契約事務に関する正確な知識を習得するため、事務職員全員に対し財   

 務に関する各種研修に取り組ませ、契約事務の適正な執行を徹底した。 

２ 財務に関するチェックシート（契約編）を活用することで、決裁関与

者が複数の目で契約に必要な手続に誤りがないか確認を徹底することと

した。 
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